
� � �� � �� � �� � � ������������������������ 
■指導行政のポイント 
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 さる 1 月 13 日，中央教育審議会に設けられたワ

ーキング・グループが「学校における『合理的配慮』
の観点」（案）と題する報告書をまとめた。 
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 「合理的配慮」という言葉は，学校関係者にはま
だ耳慣れない言葉だが，中教審がなぜ「合理的配慮」
の検討を始めたかについては，すでに本紙で解説し

たので，ここでは繰り返さない。詳しくは，教職研
修資料（平成 23 年 11 月 15 日号）をご覧いただき
たい。 

 今回の報告書のポイントは，次の３点である。 
 第１は，「合理的配慮」の定義を示したことであ
る。報告書は，合理的配慮について「障害のある子

どもが，他の子どもと平等に教育を受ける権利を享
有・行使することを確保するために，学校の設置者
及び学校が必要かつ適当な変更・調整を行うことで

あり，障害のある子どもに対し，その状況に応じて，
学校教育を受ける場合に個別に必要とされるもの」
で，「設置者及び学校に対して，体制面，財政面に

おいて，均衡を失した又は過度の負担を課さないも
の」と定義している。 
 この定義はわかりにくい。わかりにくいのは，障

害者権利条約が定める“reasonable accommodation”
の定義規定（２条）の翻訳をベースにしているから
だ。一言でわかりやすくいえば，「インクルーシブ

教育を確保するために，学校等が障害のある子ども
に提供する個別的配慮（支援）」ということになろ
うか。 

 第２は，「基礎的基盤整備」という考え方を取り
入れたことである。障害のある子どもに対する支援
としては，すでに国・都道府県・市町村が，法令や

予算措置に基づいて，様々な施策を行っている。そ
こで，これらの支援を「合理的配慮」の基となる「基

礎的基盤整備」と位置づけたわけだ。 

 例えば，①通常の学級，通級による指導，特別支
援学級，特別支援学校など多様な学びの場の活用，
②特別支援教育コーディネーターなど専門性のある

指導体制の確保，③個別の教育支援計画や指導計画
の作成による指導，④障害者用教科書の作成・提供，
⑤バリアフリーなど施設設備の整備，⑥専門性のあ

る教員や支援員の配置――等々である。 
これらの環境整備を基にして，設置者や学校は，
障害のある子どもに「合理的配慮」を提供すること

となる。 
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 第３は，「合理的配慮」の観点を示したことであ

る。「合理的配慮」は，一人ひとりの障害の状況や
教育的ニーズに応じて決定される。 
で，設置者や学校は，児童・生徒の状況を把握し，

個別の教育支援計画を策定するなかで，本人や保護
者の合意を得ながら「合理的配慮」を決定し提供す
ることとなる。ただし，「合理的配慮」の決定にあ

たっては，体制面や財政面で，均衡を失したり，過
度の負担とならないようにする必要がある。 
 「合理的配慮」は，新しい概念だが，実態として

は，これまでの特別支援教育においても行われてき
た。報告書は，従来から行われていることを基に，
①教育内容・方法，②支援体制，③施設・設備に分

けて，「合理的配慮の観点」として改めて整理した。 
 ほんの一例を挙げれば，「教育内容」について「学
習上または生活上の困難を改善・克服するための配

慮」「学習内容の変更・調整」の項目を立て，障害
別に配慮の観点を別表で示している。詳細は文科省
のＨＰ等でご覧いただきたい。 

（ひしむら・ゆきひこ＝(財)学習ｿﾌﾄｳｴｱ情報研究ｾﾝﾀｰ理事長） 

★本紙は，http://www.kyouiku-kaihatu.co.jpでも掲載 
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